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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期
第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 76,830 91,132 160,050

経常利益 （百万円） 4,383 5,237 9,863

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,801 3,423 6,085

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,814 3,420 6,491

純資産額 （百万円） 28,174 29,256 31,355

総資産額 （百万円） 59,799 72,337 70,520

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 190.33 235.39 413.15

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 187.23 227.49 399.73

自己資本比率 （％） 46.9 39.9 43.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 4,310 4,012 6,576

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,249 △1,698 △4,650

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,077 △1,387 △178

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 9,111 11,619 11,041

 

回次
第48期
第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 108.28 123.33

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

４．第49期第１四半期連結会計期間より、「営業収益」を「売上高」に変更する、表示方法の変更を行っており、

第48期第２四半期連結累計期間及び第48期連結会計年度についても、当該表示方法の変更を反映した表示の組

替えを行っております。

なお、表示方法の変更の内容については、「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項　（追加

情報）」に記載しております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当社グループは、日本企業の海外進出が活発化し、企業のグローバルな競争が激化する環境下において、「日本

企業が世界で戦うために本業に集中できるよう、本業以外の業務をサポートすること」と「真のサムライパワーを

発揮できるよう、世界展開を支援すること」を使命として、将来的には、「福利厚生分野の問題解決ならリロ」、

「海外赴任・海外生活のサポートならリロ」と言われる存在になることを目指しております。この使命のもと、ビ

ジョン実現に向けて平成31年３月期を最終年度とする４ヵ年の中期経営計画「第二次オリンピック作戦」を策定

し、市場シェアダントツＮｏ.１に向け国内事業のさらなる強化と海外事業の拡充に取り組んでおります。

当第２四半期連結累計期間は、国内事業において、借上社宅管理業務アウトソーシングサービスや賃貸管理事業

の管理戸数、福利厚生代行サービスの会員数が前年同期を上回るなど、主力のストックビジネスが引き続き堅調に

推移しました。また、海外事業において、北米での赴任者向け住宅斡旋やサービスアパートメントホテルなど海外

現地でのサポートサービスの収益が伸張した他、前期にグループ入りしたリロ・パナソニック エクセルインター

ナショナル株式会社などの業績も寄与しました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間も増収増益となり、経常利益については、第２四半期として７期連続

で最高益を更新しました。

 

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおりです。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

売 上 高 911億32百万円 （前年同期比18.6％増）

営 業 利 益 49億８百万円 （前年同期比22.5％増）

経 常 利 益 52億37百万円 （前年同期比19.5％増）

親会社株主に帰属する

四 半 期 純 利 益
34億23百万円 （前年同期比22.2％増）

 

各報告セグメントにおける業績の概況は以下のとおりです。

①国内事業

当事業は、福利厚生分野の問題解決者として、寮や社宅などの住宅分野および保養所などのレジャー・ライフ

サポート分野双方におけるアウトソーシングサービスを幅広く展開し、企業福利厚生の効率的な運用を支援して

おります。

住宅分野においては、借上社宅管理業務アウトソーシングサービス「リライアンス」や物件検索等の転居支援

サービス「リロネット」などを提供する他、企業の借上ニーズが高い地域において賃貸不動産の管理や仲介を手

掛けるなど、企業の住宅に関する様々なニーズに応えるべく総合的にサービスを展開しております。一方、レ

ジャー・ライフサポート分野においては、企業の業務負担とコストを軽減し様々なコンテンツを従業員へ提供す

る福利厚生制度のアウトソーシングサービス「福利厚生倶楽部」を運営する他、提携企業の会員組織に対して顧

客特典を提供する「クラブオフアライアンス」などを展開しております。同時に、コンテンツの一部としてホテ

ル運営や住まいの駆付けサービスなどを手掛け、会員の生活を総合的にサポートしております。

当第２四半期連結累計期間は、借上社宅管理業務アウトソーシングサービスにおいて新規顧客の獲得などによ

り前期末に管理戸数が積み上がったことで、管理手数料収入などが伸張した他、転勤者へのフォローアップを強

化し「リロネット」の利用件数が増加しました。賃貸管理事業では、管理物件の受託を強化し管理戸数が増加し

たことに加え、入居者の募集や仲介にも注力したことなどから売上・利益ともに伸張しました。また、福利厚生

代行サービスにおいては、会員数が前期を上回って推移したことなどが業績に寄与しました。

これらの結果、売上高717億41百万円（前年同期比13.5％増）、営業利益41億57百万円（同8.4％増）となりま

した。
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②海外事業

当事業は、日本企業の海外進出を後押しすべく、人の移動に伴う困りごとを解決するため、様々なサービスを

提供し赴任者と企業を支援しております。

日本国内においては、赴任者の持家を管理する「リロケーションサービス」に加えて、ビザの取得や海外引越

の手配などを代行する「海外赴任業務支援サービス」を提供しております。また、日本企業が進出する世界の主

要地域においては、赴任者向けサービスアパートメントの運営をはじめとして、住宅の斡旋や帰任時の引越な

ど、赴任から帰任に至るまで総合的にサポートしております。

当第２四半期連結累計期間は、「リロケーションサービス」の管理戸数が前年同期を上回って堅調に推移しま

した。北米においては、前期に開設した新規拠点も寄与し赴任者向けの住宅斡旋件数が増加した他、客室の全面

リニューアルが完了した西海岸のサービスアパートメントホテルの稼働率が向上しました。また、前期の第４四

半期からグループに加わったリロ・パナソニック エクセルインターナショナル株式会社などの業績も寄与しま

した。

これらの結果、売上高176億55百万円（前年同期比45.1％増）、営業利益12億19百万円（同84.8％増）となり

ました。

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報

①資産・負債の状況

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比して18億17百万円増加し、723億37

百万円となりました。これは、土地・建物の取得などにより有形固定資産が１億46百万円増加した他、のれんの

増加などにより無形固定資産が16億26百万円増加したことが主な要因です。

負債合計は、前連結会計年度末に比して39億16百万円増加し、430億81百万円となりました。これは、短期借

入金が47億97百万円増加したことが主な要因です。

純資産合計は、前連結会計年度末に比して20億98百万円減少し、292億56百万円となりました。これは、親会

社株主に帰属する四半期純利益を34億23百万円計上した一方、配当金の支払いにより18億54百万円、自己株式取

得により37億85百万円を支出したことが主な要因です。

 

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、後述する諸活動によるキャッシュ・フ

ローの結果に連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増減額なども含めると、前連結会計年度末に

比して５億77百万円増加し、116億19百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は下記のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、40億12百万円（前年同期比２億98百万

円減）となりました。税金等調整前四半期純利益を52億71百万円計上した一方で、法人税等を18億97百万円支

出したことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は、16億98百万円（同５億50百万円減）と

なりました。有形固定資産の取得により５億10百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得により10億

96百万円を支出したことが主な要因です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は、13億87百万円（同６億90百万円減）と

なりました。短期借入金が43億43百万円増加した他、長期借入金の返済により５億87百万円、配当金の支払い

により18億54百万円、自己株式の取得により37億85百万円を支出したことが主な要因です。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,210,000

計 60,210,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,295,120 15,295,120
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数　100株

計 15,295,120 15,295,120 － －

　（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　   該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　   該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 15,295,120 － 2,667 － 2,859
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

有限会社ササダ・ファンド 東京都新宿区舟町１番地 3,500 22.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,232 8.06

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)
（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

999 6.53

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）　

東京都港区浜松町２－11－３ 769 5.03

株式会社リロ・ホールディング 東京都新宿区新宿４－３－23 636 4.16

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人　シティバンク銀行株式会
社）

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10013 USA
（東京都新宿区新宿６－27－30）

413 2.71

リログループ従業員持株会 東京都新宿区新宿４－３－23 315 2.06

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社）

東京都千代田区大手町１－５－５
（東京都中央区晴海１－８－12）

300 1.96

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA
02111
（東京都中央区日本橋３－11－１）

202 1.33

CMBL S.A. RE MUTUAL FUNDS
（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND
（東京都中央区月島４－16－13）

202 1.32

計  8,572 56.04

（注）１. 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のうち769千株、日本マスタートラスト信託銀

行株式会社の所有株式のうち531千株は、信託業務に係る株式数です。

２. 平成27年９月１日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール　

エルエルシー(FMR LLC)が平成27年８月25日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者     エフエムアール　エルエルシー(FMR LLC)

住所           245 Summer Street, Boston, Massachusetts 02210, USA

保有株券等の数 株式 1,556千株

株券等保有割合 10.18％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 　636,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 　普通株式14,653,600 146,536 同上

単元未満株式 　普通株式　　 5,520 － 同上

発行済株式総数 15,295,120 － －

総株主の議決権 － 146,536 －

（注）単元未満株式数には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社リロ・ホール

ディング

東京都新宿区新宿４－３

－23
636,000 － 636,000 4.16

計 － 636,000 － 636,000 4.16

（注）上記のほか、従業員持株会支援信託口の保有する当社株式が250,700株、Ｊ－ＥＳＯＰ信託口の保有する当社株式

が2,131株あります。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,001 11,304

受取手形及び売掛金 9,388 7,242

有価証券 223 501

販売用不動産 1,860 2,420

貯蔵品 331 310

前渡金 8,532 9,060

その他 5,104 5,529

貸倒引当金 △23 △8

流動資産合計 36,419 36,360

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,613 5,744

減価償却累計額 △2,180 △2,225

建物（純額） 3,433 3,518

工具、器具及び備品 1,293 1,326

減価償却累計額 △945 △928

工具、器具及び備品（純額） 348 397

土地 2,170 2,179

その他 492 551

減価償却累計額 △285 △342

その他（純額） 206 209

有形固定資産合計 6,158 6,304

無形固定資産   

ソフトウエア 1,284 1,185

のれん 5,720 7,267

その他 58 236

無形固定資産合計 7,063 8,689

投資その他の資産   

投資有価証券 8,946 9,099

敷金及び保証金 9,760 9,803

その他 2,408 2,164

貸倒引当金 △236 △83

投資その他の資産合計 20,878 20,982

固定資産合計 34,100 35,977

資産合計 70,520 72,337
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,256 2,371

短期借入金 4,583 9,380

1年内返済予定の長期借入金 1,123 1,039

未払法人税等 1,905 1,624

前受金 11,479 12,682

賞与引当金 609 451

その他 5,782 5,444

流動負債合計 28,740 32,994

固定負債   

長期借入金 4,623 4,226

債務保証損失引当金 66 65

長期預り敷金 5,222 5,303

退職給付に係る負債 255 270

負ののれん 3 3

その他 252 216

固定負債合計 10,424 10,086

負債合計 39,164 43,081

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,667 2,667

資本剰余金 2,859 2,859

利益剰余金 27,108 28,040

自己株式 △2,197 △5,196

株主資本合計 30,437 28,371

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 273 203

為替換算調整勘定 235 263

退職給付に係る調整累計額 △13 △10

その他の包括利益累計額合計 495 457

新株予約権 127 120

非支配株主持分 294 306

純資産合計 31,355 29,256

負債純資産合計 70,520 72,337
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 76,830 91,132

売上原価 66,173 78,192

売上総利益 10,656 12,939

販売費及び一般管理費 ※ 6,651 ※ 8,031

営業利益 4,005 4,908

営業外収益   

受取利息 29 6

受取配当金 3 4

持分法による投資利益 327 378

その他 62 73

営業外収益合計 423 462

営業外費用   

支払利息 22 34

為替差損 0 37

自己株式取得費用 － 22

その他 22 39

営業外費用合計 45 133

経常利益 4,383 5,237

特別利益   

投資有価証券売却益 13 41

固定資産処分益 24 －

その他 1 2

特別利益合計 40 44

特別損失   

固定資産処分損 14 －

その他 18 10

特別損失合計 33 10

税金等調整前四半期純利益 4,389 5,271

法人税、住民税及び事業税 1,470 1,707

法人税等調整額 115 105

法人税等合計 1,586 1,813

四半期純利益 2,803 3,457

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,801 3,423
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 2,803 3,457

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 56 △68

為替換算調整勘定 △43 12

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 18

その他の包括利益合計 10 △37

四半期包括利益 2,814 3,420

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,814 3,385

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 34
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,389 5,271

減価償却費 356 423

のれん償却額 163 245

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △103 △174

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △22 △486

受取利息及び受取配当金 △32 △11

支払利息 22 34

持分法による投資損益（△は益） △327 △378

投資有価証券売却損益（△は益） △13 △41

固定資産処分損益（△は益） △9 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,352 3,493

たな卸資産の増減額（△は増加） 185 72

仕入債務の増減額（△は減少） △944 △1,559

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △152 △40

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 180 △69

その他 132 △1,022

小計 5,181 5,760

利息及び配当金の受取額 228 181

利息の支払額 △21 △32

法人税等の支払額 △1,077 △1,897

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,310 4,012

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △924 △510

有形固定資産の売却による収入 6 4

ソフトウエアの取得による支出 △180 △241

投資有価証券の取得による支出 － △57

投資有価証券の売却による収入 50 114

貸付金の回収による収入 63 4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,095 △1,096

その他 △169 84

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,249 △1,698

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,989 4,343

長期借入金の返済による支出 △2,632 △587

長期借入れによる収入 － 30

自己株式の取得による支出 △0 △3,785

自己株式の処分による収入 74 480

配当金の支払額 △1,499 △1,854

非支配株主への配当金の支払額 － △22

その他 △10 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,077 △1,387

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △49 945

現金及び現金同等物の期首残高 9,160 11,041

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
－ △384

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 16

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,111 ※ 11,619
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった在外子会社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、連結財務情報のより適正な開示を図るた

めに、第１四半期連結会計期間より、Relo TransEuro Ltd.については決算日を３月31日に変更し、Relo Redac,

Inc.他８社については、連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結する方法に変更しております。

この変更に伴う平成27年１月１日から平成27年３月31日の３ヵ月間の損益は、利益剰余金に直接計上しておりま

す。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社

株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却

に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しており

ます。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ82百万円減

少しております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っており

ます。

(1) 取引の概要

　当社は、中長期的な企業価値向上に対し、当社グループ従業員にインセンティブを付与することにより、労働意

欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化及び安定的な財産形成の促進を図ることを目的とし、従業員持株

会支援信託ＥＳＯＰを平成24年３月期に導入しております。

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27

年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額

前連結会計年度412百万円、当第２四半期連結会計期間380百万円

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数　　　前連結会計年度271千株、当第２四半期連結会計期間250千株

期中平均株式数　前第２四半期連結累計期間306千株、当第２四半期連結累計期間262千株

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

 

（表示方法の変更）

第１四半期連結会計期間より、四半期連結損益計算書の「営業収益」、「営業費用」及び「営業総利益」をそれぞ

れ「売上高」、「売上原価」及び「売上総利益」に変更し、四半期連結貸借対照表の「受取手形及び営業未収入金」

及び「営業未払金」をそれぞれ「受取手形及び売掛金」及び「買掛金」に変更することといたしました。

当社グループは、平成11年の上場時点において、転勤者の留守宅を管理するリロケーションサービスが主たる事業

だったことから「不動産業」に分類されておりましたが、その後、リロケーションサービスの成長とともに、日本企

業の人事・総務部の問題解決者として、福利厚生代行サービスや借上社宅管理業務のフルアウトソーシングなど、企

業と従業員の皆様をサポートする様々なサービスを創出し、グループの事業を拡大・発展させてまいりました。その

結果、平成24年10月から当社グループの東京証券取引所における所属業種が「不動産業」から「サービス業」に変更

されております。

また、当社グループは、当連結会計年度を初年度とする４カ年（平成28年３月期から平成31年３月期まで）の中期

経営計画「第二次オリンピック作戦」を策定し、国内事業においては、人事部や総務部の困りごとを解決する福利厚

生アウトソーシングサービスの強化を図り、海外事業においては、グローバル・リロケーションカンパニーを目指し

てさらなるサービスコンテンツの追加や海外拠点の展開を図っていくことを計画しております。

このような状況の下、当社グループの事業及び業績をより的確に四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に表示する

ために変更を行うものであります。

この変更による、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

ありません。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

保証債務

家賃保証業務に係る保証極度相当額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

国内事業 1,698百万円 1,643百万円

その他の事業 3,501 3,640

計 5,200 5,283

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

給与手当 2,173百万円 2,799百万円

賞与引当金繰入額 256 218

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 9,217百万円 11,304百万円

担保に供している預金 △153 △186

有価証券 47 501

現金及び現金同等物 9,111 11,619
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月15日

取締役会
普通株式 1,501 100 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託口が保有する当社株式に対する配当金31百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 1,855 124 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託口が保有する当社株式に対する配当金33百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成27年５月15日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による当社定款の規定及び同

法第156条第１項に基づき、自己株式の取得及びその具体的な取得方法として自己株式の公開買付けを行うことを

決議し、当該自己株式の公開買付けを実施した結果、平成27年７月８日に普通株式412千株、3,762百万円を取得い

たしました。

この自己株式の取得等により、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は5,196百万円となっておりま

す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 国内事業 海外事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 63,202 12,168 75,370 1,459 76,830 － 76,830

セグメント間の内部売上高

又は振替高
96 76 172 34 206 △206 －

計 63,298 12,244 75,542 1,494 77,036 △206 76,830

セグメント利益 3,834 660 4,494 188 4,683 △677 4,005

 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リゾート事業及び金融保険事業

等であります。

　　　　２．セグメント利益の調整額△677百万円には、セグメント間取引消去42百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△720百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総

務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

「国内事業」セグメントにおいて、株式取得により６社を連結子会社化しております。なお、当該事象によ

るのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において983百万円であります。

 

　（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 国内事業 海外事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 71,741 17,655 89,396 1,735 91,132 － 91,132

セグメント間の内部売上高

又は振替高
68 89 158 37 195 △195 －

計 71,809 17,744 89,554 1,773 91,328 △195 91,132

セグメント利益 4,157 1,219 5,377 400 5,777 △869 4,908

 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リゾート事業及び金融保険事業

等であります。

　　　　２．セグメント利益の調整額△869百万円には、セグメント間取引消去11百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△880百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総

務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

「国内事業」セグメントにおいて、株式取得により５社を連結子会社化しております。なお、当該事象によ

るのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において1,800百万円であります。

 

　（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 190.33円 235.39円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,801 3,423

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
2,801 3,423

普通株式の期中平均株式数（株） 14,721,700 14,544,482

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 187.23円 227.49円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 243,038 504,808

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

前第２四半期連結累計期間306千株、当第２四半期連結累計期間262千株

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社リロ・ホールディング(E05047)

四半期報告書

22/23



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年１１月１３日

株式会社リロ・ホールディング

　取　　締　　役　　会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 遠藤康彦　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 谷津良明　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リ

ロ・ホールディングの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成２７年７月１日から平成２７年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年９

月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成２７年９月３０

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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